
【特許出願人】 【特許出願人】
【識別番号】 【識別番号】
【住所又は居所】 【住所又は居所】
【氏名又は名称】 【氏名又は名称】
（【国籍・地域


】） （【国籍

】）

【特許出願人】 【特許出願人】
【識別番号】 【識別番号】
【住所又は居所】 【住所又は居所】
【氏名又は名称】 【氏名又は名称】
（【国籍・地域


】） （【国籍

】）

【代理人】 【代理人】
【識別番号】 【識別番号】
【住所又は居所】 【住所又は居所】
【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】
【識別番号】 【識別番号】
【住所又は居所】 【住所又は居所】
【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

22 ［略］ 22 ［略］
23 「【手数料の表示】」の欄は、特例法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付
の申出を行うときは、「【予納台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額か
ら納付に充てる手数料の額（「円」、「，」等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。以
下この様式において同じ。）を記載する。特許法第195条第８項ただし書の規定により、現
金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座
振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号
を記載し、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。特許法第195条第８項ただ


し書の規定により、現金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第

５項の規定により指定立替納付者による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を

「【指定立替納付】」とし、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。


23 「【手数料の表示】」の欄は、特例法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付
の申出を行うときは、「【予納台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額か
ら納付に充てる手数料の額（「円」、「，」等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。以
下この様式において同じ。）を記載する。特許法第195条第８項ただし書の規定により、現
金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座
振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号
を記載し、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。



24 第23条第６項の規定により、産業技術力強化法第17条第１項


に規定する特定研究開発等
成果に係る特許を受けようとする出願であるときは、「【代理人】」（備考28に該当する場合に
あつては


「【パリ条約による優先権等の主張】」、備考29に該当する場合にあつては


「【先の出
願に基づく優先権主張】」）の欄の次に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設
けて、「平成〇年度、〇〇省、〇〇委託事業、産業技術力強化法第17条第１項


の適用を受け

る特許出願」又は「平成〇年度、〇〇省、〇〇請負事業、産業技術力強化法第17条第１項


の適用を受ける特許出願」のように記載する。

24 第23条第６項の規定により、産業技術力強化法第19条


に規定する特定研究開発等成果に
係る特許を受けようとする出願であるときは、「【代理人】」（備考28に該当する場合にあって


は

「【パリ条約による優先権等の主張】」、備考29に該当する場合にあっては


「【先の出願に基

づく優先権主張】」）の欄の次に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設けて、
「平成〇年度、〇〇省、〇〇委託事業、産業技術力強化法第19条


の適用を受ける特許出願」

又は「平成〇年度、〇〇省、〇〇請負事業、産業技術力強化法第19条


の適用を受ける特許
出願」のように記載する。

25～27 ［略］ 25～27 ［略］
28 第27条の４第３項の規定により、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権
を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するとき
は、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国・


地域名


】」及び「【出願日】」を設けて、国・地域名


及び出願日を記載する。これらの優先権の
主張の基礎とされた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を

28 第27条の４第３項の規定により、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権
を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するとき
は、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国


名

】」及び「【出願日】」を設けて、国名


及び出願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎

とされた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、そ
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